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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第２四半期
連結累計期間

第74期
第２四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自　2019年４月１日
至　2019年９月30日

自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2019年４月１日
至　2020年３月31日

売上高 （百万円） 57,576 52,187 114,599

経常損失（△） （百万円） △2,092 △134 △4,245

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△）
（百万円） △2,485 △154 △5,926

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △3,827 △1,146 △7,641

純資産額 （百万円） 43,597 38,973 39,781

総資産額 （百万円） 131,403 130,229 139,615

１株当たり

四半期（当期）純損失金額（△）
（円） △152.63 △9.48 △363.96

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.9 29.7 28.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △77 △1,987 3,925

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,844 △1,309 △5,447

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,363 △1,616 10,478

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 14,415 22,631 27,718

 

回次
第73期

第２四半期
連結会計期間

第74期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

自　2020年７月１日
至　2020年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △73.40 28.14

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第73期第２四半期連結累計期間及び第73期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第74期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

重要事象等

　当社は、当第２四半期連結会計期間末における連結純資産の金額が一定水準を下回ったことにより、シンジケート

ローン及び一部の借入契約における財務制限条項に抵触している状況にありますが、金融機関からは期限の利益喪失

の権利行使を行わないことについて承諾を得ております。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、中国では景気は持ち直しているものの、新型コロナウイルス感

染症の世界的な拡大により経済活動が大幅に抑制されるなど、景気は総じて厳しい状況で推移致しました。また、

日本国内におきましても、企業収益の減少に伴い設備投資の抑制や雇用情勢が悪化するなど、景気は低調に推移致

しました。

　当社グループを取り巻く市場環境につきましては、データセンター用サーバーを始めとする通信関連市場や家庭

用ゲーム機関連市場はリモートワークの普及や巣ごもり需要により堅調であったものの、自動車関連市場、産業機

器関連市場等は経済活動の停滞に伴う個人消費や企業収益の落ち込みの影響により低調に推移致しました。

　このような経営環境のもと当社グループにおきましては、2020年４月よりスタートした第９次中期経営計画に基

づき高コスト構造からの脱却のための「構造改革」と成長戦略の明確化を目的とする「商品企画改革」に着手致し

ました。

　構造改革では、早期退職優遇制度による人員の適正化等の固定費削減に努めてまいりました。また、国内生産拠

点の再編等により生産性の向上に取り組むと共に、設備投資の抑制、諸経費の圧縮等のコストダウンを徹底してま

いりました。

　商品企画改革では、アフターコロナにおいても長期的な成長が予想される車載市場、５Ｇ通信基地局、サーバー

用電源、家庭用ゲーム機といったＩＣＴ市場等を戦略市場と位置づけ、導電性高分子タイプ及びハイブリッドタイ

プのアルミ電解コンデンサを重点的に拡販することにより、収益性の向上に取り組んでまいりました。

　また、商品開発では、次世代データセンター用サーバー等での活用をターゲットにした導電性高分子ハイブリッ

ドアルミ電解コンデンサ「ＨＸＤシリーズ」及び「ＨＳＤシリーズ」、デジタル家電製品の電源等向けに高容量タ

イプのリード形アルミ電解コンデンサ「ＫＸＮシリーズ」等を新たに開発し、市場に投入致しました。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の流行が長期化したことによる経済活動の停滞とそれに伴う車載市

場、産業機器市場の需要低迷の影響は大きく、当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高は

521億87百万円（前年同期比9.4％減）、営業利益は２億７百万円（前年同期営業損失16億38百万円）、経常損失は

１億34百万円（前年同期経常損失20億92百万円）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純損失は１億

54百万円（前年同期親会社株主に帰属する四半期純損失24億85百万円）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

（コンデンサ）

　中国を中心としたアジア地域において、車載・産機関連の需要が減少したことなどにより、売上高は498億51百

万円（前年同期比8.7％減）、セグメント損失は16百万円（前年同期セグメント損失20億25百万円）となりまし

た。

 

（その他）

　ＣＭＯＳカメラモジュールやリセール品の減少などにより、売上高は23億35百万円（前年同期比22.1％減）、セ

グメント利益は２億24百万円（前年同期比42.0％減）となりました。
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(2）財政状態

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、1,302億29百万円となり前連結会計年度末に比べて93億85百万

円減少致しました。

　流動資産は、729億13百万円となり74億67百万円減少致しました。主な要因は、現金及び預金の減少50億87百万

円などであります。固定資産は、573億16百万円となり19億18百万円減少致しました。

　負債は、912億55百万円となり85億77百万円減少致しました。主な要因は、借入金の減少16億99百万円などであ

ります。

　純資産は、389億73百万円となり前連結会計年度末に比べ８億７百万円減少致しました。主な要因は、新株予約

権の行使による資本金及び資本剰余金の増加３億21百万円、為替換算調整勘定の減少11億43百万円などでありま

す。なお、自己資本比率は前連結会計年度末の28.3％から29.7％となりました。

 

(3）キャッシュ・フロー

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ50億87百万円減少し、

226億31百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ19億９百万円減少

し、19億87百万円の支出となりました。

　主な収入は減価償却費30億21百万円であり、主な支出は仕入債務及び未払金の減少32億95百万円などでありま

す。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ15億35百万円増加

し、13億９百万円の支出となりました。

　主な収支は、有形固定資産の取得による支出15億50百万円などによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ２億52百万円減少

し、16億16百万円の支出となりました。

　主な収支は、借入金の返済14億83百万円などによるものであります。

 

(4)重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記

事項　(追加情報)」をご参照下さい。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は18億47百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,613,200

計 39,613,200

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2020年11月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 16,565,933 17,224,333
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株で

あります。

計 16,565,933 17,224,333 － －

(注)「提出日現在発行数」欄には、2020年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

当第２四半期連結会計期間において発行した新株予約権は、以下の通りであります。

 

第1回新株予約権(2020年９月16日発行)

決議年月日 2020年８月31日

新株予約権の数（個）※ 40,000(新株予約権１個につき100株)

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　4,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 当初行使価額　1,691

新株予約権の行使期間　※ 自　2020年９月17日　至　2023年９月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）　※
(注)５

新株予約権の行使の条件　※ 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ (注)７

※新株予約権の発行時(2020年９月16日)における内容を記載しております。

 

１.当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

(1)本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権であります。

(2)本新株予約権の行使価額の修正基準

「(注)３.新株予約権の行使時の払込金額」欄の第(2)項に記載の通り修正されます。

(3)行使価額の修正頻度

「(注)３.新株予約権の行使時の払込金額」欄の第(3)項に記載の通り修正されます。

(4)行使価額の下限

本新株予約権の下限行使価額は1,099円であります。
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(5)交付株式数の上限

本新株予約権の目的となる株式の総数は最大4,000,000株、交付株式数は100株で確定しております。

(6)本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額の下限

4,396,000,000円(但し、本新株予約権は行使されない可能性があります。)

(7)本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を可能にする条項が設けられております

(詳細は、「(注)６．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄を参照。)。

 

２.新株予約権の目的となる株式の数

(1)本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は当社普通株式4,000,000株であります（本新株予約権１個当たりの

本新株予約権の目的である普通株式の数（以下「交付株式数」という。）は、100株とする。）。

ただし、本欄第(2)項から第(4)項までにより交付株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である普通株

式の総数も調整後交付株式数に応じて調整されます。

(2)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合には、交付株式

数は次の算式により調整されます。

 

調整後交付株式数　＝　調整前交付株式数 × 株式分割等の比率

 

(3)「(注)３.新株予約権の行使時の払込金額」欄の第(2)項又は第(3)項の規定に従って行使価額が調整される場合は、

交付株式数は次の算式により調整されます。

 

調整後交付株式数　＝
調整前交付株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額

 

(4)本項に基づく調整は当該時点において未行使の本新株予約権に係る交付株式数についてのみ行われ、調整の結果生

じる１株未満の端数はこれを切り捨てます。

(5)本項に基づく調整において、調整後交付株式数の適用日は、当該調整事由に係る「３.新株予約権の行使時の払込金

額」欄の第(3)項②号、④号又は⑤号による行使価額又は下限行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額

又は下限行使価額を適用する日と同日とします。

(6)交付株式数の調整を行うときは、当社は、調整後交付株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権に係る新株

予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前交付株式数、

調整後交付株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知します。ただし、「３.新株予約権の行使時の

払込金額」欄の第(3)項②号のdに定める場合及びその他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場

合には、適用開始日以降速やかにこれを行います。

 

３.新株予約権の行使時の払込金額

(1)本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価額

①各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、各本新株予約権の行使により交付を受

けることができる当社普通株式１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に交付株式数を乗じた額でありま

す。

 

②行使価額は、当初1,691円であります。ただし、行使価額は本欄第(2)項又は第(3)項に従い、修正又は調整される

ことがあります。

(2)行使価額の修正

①本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「決定日」という。）に、決定日の

前取引日（ただし、決定日の前取引日に当社普通株式の普通取引の終日の売買高加重平均価格（以下「ＶＷＡＰ」

という。）のない場合には、その直前のＶＷＡＰのある取引日とする。）の株式会社東京証券取引所（以下「東京

証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引のＶＷＡＰの92％に相当する金額（円位未満小数第２位

まで算出し、小数第２位を切り上げる。以下「修正後行使価額」という。）に修正され、修正後行使価額は決定日

以降これを適用します。

ただし、本項に定める修正後行使価額の算出において、かかる算出の結果得られた金額が下限行使価額を下回る場

合には、修正後行使価額は下限行使価額とします。

 

②「下限行使価額」は、1,099円（ただし、本欄第(3)項の規定を準用して調整される。）であります。
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(3)行使価額の調整

①当社は、本新株予約権の発行後、本項②号に掲げる各事由が発生し、当社の発行済普通株式数に変更を生じる場

合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価格調整式」という。）により行使価額を

調整します。

 

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行普通株式数 ＋
新発行・処分普通株式数×１株当たりの払込金額

時　　　　価

既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数

 

②行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額の適用時期について

は、次に定めるところによります。

 

a.本項③号のbに定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただし、当社の譲渡制限付株

式報酬制度に基づき交付される場合、株式無償割当てにより交付される場合、当社の発行した取得条項付株式、取

得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交

付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他

の証券若しくは権利の転換、交換若しくは行使による場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、当社株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日又は株主確定日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。

 

b.当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合

調整後行使価額は、当該株式分割又は無償割当てにより株式を取得する株主を定めるための基準日又は株主確定日

（基準日又は株主確定日を定めない場合は、効力発生日）の翌日以降これを適用する。

 

c.本項③号のbに定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは

取得させることができる証券（権利）又は当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と引換えに

取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）又は行使することにより当社普通株式の交

付を受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合（ただし、当社

のストックオプション制度に基づき新株予約権を割り当てる場合を除く。また、新株予約権無償割当ての場合（新

株予約権付社債を無償で割り当てる場合を含む。）は、新株予約権を無償で発行したものとして本②号のcを適用す

る。）

調整後行使価額は、発行される証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得される証券（権

利）若しくは取得させることができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を含む。）の全てが当初

の取得価額で取得され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして（なお、単一の証券（権利）に複数の取得

価額又は行使価額が存する場合には、これらの当初の価額のうち、最も低い価額で取得され又は行使されたものと

みなす。）、行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該証券（権利）又は新株予約権の払込期日又は払込

期間の末日の翌日（当該募集において株主に割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定める

ための基準日又は株主確定日（基準日又は株主確定日を定めない場合は、その効力発生日）の翌日）以降これを適

用する。

ただし、本②号のcに定める証券（権利）又は新株予約権の発行が買収防衛を目的とする発行である場合において、

当社がその旨を公表のうえ本新株予約権者に通知し、本新株予約権者が同意したときは、調整後行使価額は、当該

証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることがで

きる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を含む。）の全てについてその要項上取得の請求、取得条

項に基づく取得又は行使が可能となる日（以下「転換・行使開始日」という。）において取得の請求、取得条項に

よる取得又は行使により当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、

転換・行使開始日の翌日以降これを適用する。
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d.本②号のaからcの場合において、基準日又は株主確定日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日又は株主確定

日以降の株主総会、取締役会、その他当社の機関の承認を条件としているときには、本②号のaからcにかかわら

ず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日又は株主

確定日の翌日から当該承認があった日までの期間内に本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、

次の算式により算出される株式数の当社普通株式を追加交付する。

 

株式数 ＝
(調整前行使価額 － 調整後行使価額) × 調整前行使価額により当該期間内交付された株式数

調整後行使価額

 

この場合に１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

 

③行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところ

によります。

a.行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

b.行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額を適用する日（ただし、本項②号のdの場合は基準日又は株主

確定日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

c.行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、当該募集において株主に株式の割当てを受ける権利を与える場

合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日又は株主確定日、また、それ以外の場合は、調整後行使価額を

適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数

を控除した数とする。また、本項②号のbの株式分割の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分普通株式

数は、基準日又は株主確定日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないもの

とする。

d.行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の

調整は行わないこととする。ただし、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出する場合は、

行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。

 

④本項②号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を

行います。

a.株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

b.その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とする

とき。

c.行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用

すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

 

⑤本項②号の規定にかかわらず、本項②号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が本欄第(2)項①号に基づ

く行使価額の決定日と一致する場合その他行使価額の調整が必要とされる場合には、当社は、必要な行使価額及び

下限行使価額の調整を行います。

 

⑥本項①号から⑤号により行使価額の調整を行うとき（下限行使価額のみ調整される場合を含む。）は、当社は、

あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前行使価額（下限行使価額を含む。）、調整後行使価額（下限

行使価額を含む。）及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権者に通知します。ただし、適用の日の前日

までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行います。

 

４.新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額

6,764,000,000円

上記金額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額であります。そのため、

「(注)３.新株予約権の行使時の払込金額」欄第(2)項又は第(3)項により、行使価額が修正又は調整された場合に

は、上記発行価額の総額は増加又は減少します。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合および

当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、上記発行価額の総額は減少します。
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５.新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、「(注)２．新株予

約権の目的となる株式の数」欄の本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とします。

(2)本新株予約権の行使により普通株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により普通株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところ

に従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端

数を切り上げた額とします。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額

とします。

 

６.自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

本新株予約権の発行要項には、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合、当社は、本新株予約権

の発行日の翌日以降、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たりにつきその払込金額と同額を交付

して、残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる旨が定められております。また、一定の組織

再編が生じる場合や上場廃止その他これに準ずる事象が生じた場合に、当社が残存する本新株予約権の全部を、本

新株予約権１個当たりにつきその払込金額と同額を交付して取得する旨も同様に規定されています。

上記いずれの場合も、当社は、取得した本新株予約権を消却します。

 

７.本新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について所有者との間の取決めの内容

当社は、本新株予約権の割当先との間で、以下の内容を含むファシリティ契約を締結しております。

(1)本新株予約権の行使に関する努力義務及び任意行使

割当先は、行使可能期間中、本欄第(2)項記載の本新株予約権の行使が制限されている場合を除き、残存する本新株

予約権を行使するよう最大限努力します。ただし、いかなる場合も、本新株予約権を行使する義務を負いません。

 

(2)行使停止指定条項

割当先は、行使可能期間において、当社からの行使停止要請通知があった場合、行使停止期間中、行使停止期間の

開始日に残存する本新株予約権の全部について行使ができないものとされます。なお、当社は、かかる行使停止要

請通知を随時、何回でも行うことができます。具体的には、以下のとおりです。

 

①当社は、割当先が本新株予約権を行使することができない期間（以下「行使停止期間」という。）として、行使

可能期間中の任意の期間を指定することができます。

②当社は、行使停止期間を指定するにあたっては、当該行使停止期間の開始日の３取引日前の日まで（行使可能期

間の初日を行使停止期間の開始日に設定する場合には、本ファシリティ契約の締結日）に、割当先に通知（以下

「行使停止要請通知」という。）を行います。なお、当社は、行使停止要請通知を行った場合、その都度プレスリ

リースにて開示いたします。

③行使停止期間の開始日及び終了日は、行使可能期間中の取引日のいずれかの日とします。

④当社は、割当先に対して、当該時点で有効な行使停止要請通知を撤回する旨の通知（以下「行使停止要請撤回通

知」という。）を行うことにより、行使停止要請通知を撤回することができます。なお、当社は、行使停止要請撤

回通知を行った場合、その都度プレスリリースにて開示いたします。

 

(3)当社による本新株予約権の買取義務

当社は、2023年９月29日に、その時点で割当先が保有する本新株予約権の全部を、本新株予約権１個当たりにつき

その払込金額と同額で買い取る義務を負います。また、当社が分割会社となる会社分割を行う場合に、割当先から

請求があった場合には、当社は、割当先が保有する本新株予約権の全部を本新株予約権１個当たりにつきその払込

金額と同額で買い取る義務を負います。

また、当社は、買い取った本新株予約権を消却します。

 

(4)譲渡制限

割当先は、当社の書面による事前の同意がない限り、本新株予約権を当社以外の第三者に譲渡することができませ

ん。
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８.当社の株券の売買に関する事項について所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

 

９.当社の株券の貸借に関する事項について所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。

 

１０.その他投資者の保護を図るため必要な事項

割当先による行使制限措置

(1)当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同規程施行規則第436条第１項乃から第５

項までの定めに基づき、所定の適用除外の場合を除き、単一暦月中にＭＳＣＢ等の買受人の行使により取得される

株式数が、ＭＳＣＢ等の払込時点における上場株式数の10％を超える場合には、当該10％を超える部分に係る行使

(以下「制限超過行使」という。)を制限します。(割当先が本新株予約権を第三者に転売する場合及びその後当該転

売先がさらに第三者に転売する場合であっても、当社が、転売先となる者との間で、同様の内容を約する旨定める

ことを含む。)。

(2)割当先は、上記所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使に該当することとなるような本新株予約権の行使を

行わないことに同意し、本新株予約権の行使にあたっては、あらかじめ当社に対し、本新株予約権の行使が制限超

過行使に該当しないかについて確認を行います。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が次の通り行

使されております。

 

第２四半期会計期間

(2020年７月１日から

　2020年９月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の数（個）
2,511

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 251,100

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 1,287.0

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） 320

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
2,511

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
251,100

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
1,287.0

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）
320

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2020年７月１日～

2020年９月30日（注）１
251 16,565 160 21,686 160 18,600

（注）１．上記の増加は新株予約権の行使による増加であります。

２．2020年10月１日から2020年10月31日までの新株予約権の行使により、発行済株式総数が658千株、資本金及び

資本準備金がそれぞれ408百万円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口)
東京都港区浜松町２丁目11－３ 851 5.15

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 578 3.50

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６－６

（東京都港区浜松町２丁目11－３）
513 3.10

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）
457 2.77

CAPITAL SECURITIES CORP.－LIPERS

ENTERPRISE CO., LTD.

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

11F, NO. 156, SEC ３, MINSHENG E. RD.,

SONGSHAN DIST., TAIPEI CITY 105, TAIWAN

（東京都新宿区６丁目27－30）

456 2.76

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 433 2.62

THE BANK OF NEW YORK MELLON

140042

(常任代理人　株式会社みずほ銀行)

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY

10286, U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

371 2.25

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－2 334 2.02

株式会社日本カストディ銀行（信託

口５）
東京都中央区晴海１丁目８－12 315 1.91

株式会社トップパーツ 山形県西置賜郡飯豊町大字添川3514－72 267 1.62

計 － 4,580 27.71

（注）１　2018年10月29日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループの共同保有者である株式会社三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び三

菱ＵＦＪ国際投信株式会社が2018年10月22日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が記載されているも

のの、株式会社三菱ＵＦＪ銀行を除き、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 578 3.55

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 492 3.02

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目12－１ 189 1.16
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２　2020年６月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ウエリントン・マネー

ジメント・カンパニー・エルエルピーが2020年６月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されている

ものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数
（千株）

株券等保有割合

（％）

ウエリントン・マネージメント・カンパニー・

エルエルピー

アメリカ合衆国、02210 マサ

チューセッツ州ボストン、コング

レス・ストリート280

889 5.45

 

３　2020年９月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、野村證券株式会社及び

その共同保有者であるノムラ　インターナショナル　ピーエルシー（NOMURA INTERNATIONAL PLC）及び野村ア

セットマネジメント株式会社が2020年９月15日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が記載されている

ものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 2 0.01

ノムラ　インターナショナル　ピーエルシー

（NOMURA INTERNATIONAL PLC）

1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
66 0.41

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲２丁目２－１ 827 5.07

 

４　2020年９月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ＳＭＢＣ日興証券株式

会社及びその共同保有者である株式会社三井住友銀行及び三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社が2020

年９月16日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会

計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３－１ 4,149 20.42

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 524 3.22

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社 東京都港区虎ノ門１丁目１７－１ 80 0.49

（注）ＳＭＢＣ日興証券株式会社の保有株券等の数には、新株予約権の保有に伴う保有潜在株式の数が含まれておりま

す。

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

四半期報告書

12/26



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 33,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,438,700 164,387 －

単元未満株式 普通株式 94,033 － －

発行済株式総数  16,565,933 － －

総株主の議決権  － 164,387 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

日本ケミコン株式会社

東京都品川区大崎五丁目

６番４号
33,200 － 33,200 0.20

計 － 33,200 － 33,200 0.20

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 27,724 22,636

受取手形及び売掛金 22,226 21,150

商品及び製品 11,505 11,128

仕掛品 10,311 9,089

原材料及び貯蔵品 4,713 4,335

その他 3,907 4,579

貸倒引当金 △8 △8

流動資産合計 80,380 72,913

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 40,715 40,677

減価償却累計額 △29,556 △29,938

建物及び構築物（純額） 11,158 10,739

機械装置及び運搬具 123,709 123,293

減価償却累計額 △108,012 △108,800

機械装置及び運搬具（純額） 15,696 14,493

工具、器具及び備品 14,736 14,746

減価償却累計額 △12,934 △13,074

工具、器具及び備品（純額） 1,801 1,671

土地 6,902 6,904

リース資産 1,675 1,699

減価償却累計額 △729 △837

リース資産（純額） 945 861

使用権資産 2,607 2,686

減価償却累計額 △323 △472

使用権資産（純額） 2,284 2,213

建設仮勘定 1,723 1,982

有形固定資産合計 40,514 38,866

無形固定資産 1,600 1,613

投資その他の資産   

投資有価証券 14,470 13,853

その他 2,674 3,006

貸倒引当金 △25 △24

投資その他の資産合計 17,119 16,835

固定資産合計 59,234 57,316

資産合計 139,615 130,229
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,610 5,208

短期借入金 ※１ 27,551 ※１ 27,160

未払法人税等 604 586

賞与引当金 1,668 1,593

その他 16,312 11,538

流動負債合計 52,748 46,087

固定負債   

長期借入金 ※１ 33,712 ※１ 32,403

環境安全対策引当金 54 23

退職給付に係る負債 8,382 8,186

その他 4,934 4,554

固定負債合計 47,084 45,168

負債合計 99,833 91,255

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,526 21,686

資本剰余金 18,439 18,600

利益剰余金 2,401 2,247

自己株式 △102 △103

株主資本合計 42,264 42,430

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 269 353

為替換算調整勘定 △543 △1,686

退職給付に係る調整累計額 △2,543 △2,452

その他の包括利益累計額合計 △2,817 △3,786

新株予約権 － 18

非支配株主持分 334 310

純資産合計 39,781 38,973

負債純資産合計 139,615 130,229
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 57,576 52,187

売上原価 48,876 43,110

売上総利益 8,700 9,076

販売費及び一般管理費 ※ 10,339 ※ 8,869

営業利益又は営業損失（△） △1,638 207

営業外収益   

受取利息 20 13

受取配当金 67 57

持分法による投資利益 181 228

その他 15 27

営業外収益合計 285 326

営業外費用   

支払利息 360 351

為替差損 329 272

その他 49 44

営業外費用合計 739 668

経常損失（△） △2,092 △134

特別利益   

固定資産売却益 3 1

投資有価証券売却益 － 225

特別利益合計 3 226

特別損失   

固定資産処分損 4 1

投資有価証券評価損 － 265

特別損失合計 4 267

税金等調整前四半期純損失（△） △2,094 △174

法人税、住民税及び事業税 330 207

法人税等調整額 64 △212

法人税等合計 395 △5

四半期純損失（△） △2,489 △169

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △4 △15

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,485 △154
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純損失（△） △2,489 △169

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △56 88

為替換算調整勘定 △1,484 △1,166

退職給付に係る調整額 178 85

持分法適用会社に対する持分相当額 24 15

その他の包括利益合計 △1,337 △977

四半期包括利益 △3,827 △1,146

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,813 △1,122

非支配株主に係る四半期包括利益 △13 △24
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △2,094 △174

減価償却費 3,726 3,021

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3 △64

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △1

環境安全対策引当金の増減額(△は減少) － △30

受取利息及び受取配当金 △87 △70

支払利息 360 351

為替差損益（△は益） 9 △49

持分法による投資損益（△は益） △181 △228

固定資産処分損益（△は益） 1 0

投資有価証券売却損益（△は益） － △225

投資有価証券評価損益（△は益） － 265

売上債権の増減額（△は増加） 2,248 589

たな卸資産の増減額（△は増加） 37 1,714

仕入債務の増減額（△は減少） △2,082 △1,778

未払金の増減額（△は減少） △451 △1,516

その他 △144 △1,705

小計 1,345 96

利息及び配当金の受取額 251 215

利息の支払額 △357 △364

法人税等の支払額 △681 △210

特別退職金の支払額 － △836

独占禁止法関連支払額 △636 △888

営業活動によるキャッシュ・フロー △77 △1,987

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,771 △1,550

有形固定資産の売却による収入 7 1

無形固定資産の取得による支出 △197 △162

投資有価証券の売却による収入 － 378

貸付けによる支出 △5 △6

貸付金の回収による収入 8 9

その他 114 20

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,844 △1,309

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 670 3,153

長期借入金の返済による支出 △1,206 △4,637

リース債務の返済による支出 △337 △471

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △488 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 320

新株予約権の発行による収入 － 19

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,363 △1,616

現金及び現金同等物に係る換算差額 △305 △175

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,590 △5,087

現金及び現金同等物の期首残高 19,005 27,718

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 14,415 ※ 22,631
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【注記事項】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法について、建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物を除き、従来、主として定率法を採用し

ておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法へ変更しております。

　当社グループは、2020年度よりスタートしました「第９次中期経営計画」において、海外における生産体制を

再構築し、国内においては既存設備を中心に維持・改良及び合理化投資等の設備投資を計画しております。この

ような有形固定資産を取り巻く使用状況の変化を契機に減価償却方法の見直しを検討した結果、当社及び国内連

結子会社の有形固定資産は、従来に比べて、安定的に稼働することが見込まれることから、使用期間にわたり均

等に費用配分する定額法を採用することが、当社及び国内連結子会社の経営実態をより的確に反映するものと判

断致しました。

　これにより、従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は435百万円増加し、経常損失及び

税金等調整前四半期純損失はそれぞれ435百万円減少しております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響については、今後の拡がり方や収束時期等を正確に把握することは困難

でありますが、当社グループでは、当該感染症の拡大が当連結会計年度末にかけて徐々に収束すると仮定し、繰

延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

　なお、新型コロナウイルス感染症の拡がり方や収束時期等の見積りは不確実性が高いため、実際の結果はこれ

らの見積りと異なる可能性があります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　財務制限条項

　当社は、当第２四半期連結会計期間末における連結純資産の金額が一定水準を下回ったことにより、シンジ

ケートローン及び一部の借入契約における財務制限条項に抵触している状況にありますが、金融機関からは期限

の利益喪失の権利行使を行わないことについて承諾を得ております。

 

　２　その他

　当社グループは、アルミ電解コンデンサ等の取引に関して、各国の競争当局による調査等を受けております。

その結果として当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日

　　至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

　　至　2020年９月30日）

荷造運賃 1,486百万円 1,463百万円

給与手当 2,230百万円 2,169百万円

賞与引当金繰入額 447百万円 287百万円

退職給付費用 256百万円 217百万円

研究開発費 2,082百万円 1,847百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

現金及び預金勘定 14,420百万円 22,636百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5百万円 △5百万円

現金及び現金同等物 14,415百万円 22,631百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 資本剰余金 488 30.00 2019年３月31日 2019年６月28日

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　配当金支払額

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

　１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ コンデンサ

売上高    

外部顧客への売上高 54,577 2,999 57,576

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 54,577 2,999 57,576

セグメント利益又は損失（△） △2,025 386 △1,638

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＭＯＳカメラモジュー

ル、アモルファスチョークコイルなどを含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ コンデンサ

売上高    

外部顧客への売上高 49,851 2,335 52,187

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 49,851 2,335 52,187

セグメント利益又は損失（△） △16 224 207

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＭＯＳカメラモジュー

ル、アモルファスチョークコイルなどを含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

　２.報告セグメントの変更等に関する事項

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）に記載のとおり、当社及び国内連結

子会社は、有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法について、建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物を除き、従来、主として定率法を採用しており

ましたが、第１四半期連結会計期間より定額法へ変更しております。

　これにより、従来の方法と比べて、当第２四半期連結累計期間のセグメント利益が「その他」で11百万

円増加し、セグメント損失が「コンデンサ」で424百万円減少しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △152円63銭 △９円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）
△2,485 △154

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）
△2,485 △154

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,283 16,290

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結累計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であ

るため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

四半期報告書

24/26



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月５日

日本ケミコン株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 野 水 善 之 印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 島 藤 章 太 郎 印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ケミコン株

式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

強調事項

　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び、国内連結子会社

は、有形固定資産（リース資産を除く）については、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物を除き、従来、主として定率法を採用していたが、第１四半期連結会計期間より定額法へ変更し

ている。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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